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生命保険契約の満期や解約により保険金を受け取っ

た場合には、保険料の負担者、保険金受取人がだれで

あるかにより異なる。

所得税が課税されるのは、保険料の負担者と保険金受

取人とが同一人の場合だ。この場合の満期保険金等は、

受け取りの方法により、一時所得又は雑所得として課

税される。

保険料の負担者と保険金受取人とが同一人の場合で、

満期保険金等を一時金で受領した場合には、一時所得

になる。

一時所得の金額は、その満期保険金等以外に他の一時

所得がないとすれば、受け取った保険金の総額から既に払い込んだ保険料又は掛金の額を差し引き、さらに一時所得の特別控除

額50万円を差し引いた金額となる。課税の対象になるのは、この金額を更に１／２にした金額だ。 

満期保険金を年金で受領した場合には、公的年金等以外の雑所得になる。雑所得の金額は、その年中に受け取った年金の額から、

その金額に対応する払込保険料又は掛金の額を差し引いた金額である。年金を受け取る際には、原則として所得税が源泉徴収さ

れる。

年金が支払われる際は、「（年金の額－その年金の額に対応する保険料又は掛金の額）×10.21％」で計算した所得税及び復興特別所

得税が源泉徴収される。

一方、保険料の負担者と年金の受取人が異なる場合には、保険料負担者から年金の受取人に対して、年金を受け取る権利が贈与

されたものとみなされ、給付事由発生時点で贈与税が課税される。
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保険については①「保険料負担者」 ②「被保険者」 ③「受取人」が誰かによって、課税関係が大きく異なってきます。
ここでまず確認したいのは①「保険料負担者」です。
この部分を「契約者」と記載している文面が多く見受けられますが、これは契約者=保険料負担者が基本的な形に
なっているからです。
では、例えば契約者、受取人が母、保険料負担者、被保険者が父の場合の満期保険金の課税関係はどうなるでしょ
うか？
答えは、父から母への贈与となります。相続が発生した場合の死亡保険金も同様に、保険の契約形態によって
課税関係が大きく異なってくるので、まずは契約形態をしっかり確認して、正しい課税をして頂くよう、ご注
意ください。



時間外手当を定額で支給すること自体は違法ではあ

りません。

ただし、従業員が実際に残業した時間の割増賃金が定

額の残業代を超えた場合は、その差額を支払う必要が

あります。

また定額の手当額のうち、どの部分が残業代に相当す

る部分か明確に区分されていなければなりません。

これらの条件を満たさないと「賃金不払い残業」となる

ので注意が必要です。

時間外手当を賃金に含ませるためには次の要件を満た

す必要があります。

①就業規則において、賃金（基本給や手当）に、時間外

労働、深夜労働、休日労働の割増賃金を含むことを

規定する 

②労働契約、労働条件通知、賃金辞令等で本人に、賃

金に含まれる残業代部分が明確に区分されて示されていること 

③賃金に含めたことにした時間数を超えたぶんについては、別途差額を支払うことおよびその合意ができていること 

賃金に含ませるための固定残業代の計算は、次の通りです。

月平均所定労働時間…ａ 固定残業時間…ｂ 総支給額…ｃ 固定残業代…Ｘ 

 （ ｃ － Ｘ ）÷ ａ × 1.25 × ｂ ＝ Ｘ

※計算式中の1.25は時間外労働の割増率

※総支給額には、割増率の算定基礎に含まれない手当は含めない 

例えば、月平均所定労働時間160時間、固定残業時間20時間、総支給額300,000円の場合で計算してみると

 （300,000 － Ｘ ）÷ 160 × 1.25 × 20 ＝ Ｘ　Ｘ ≠ 40,541円 

となり、総支給額300,000円のうち、40,541円を固定残業代とすることができます。

【時間外手当の定額払いに関する規定例】 

第○条 

時間外労働に対しては、あらかじめ設定した20時間分についての定額残業手当30,000円を支給する。

ただし、実際の労働時間がこれを超えた場合には、法令に基づいた割増賃金を加算する。
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近年の働き方改革により時間外労働に対する取扱いにも注目が集まっております。

企業の中には固定残業代として時間外手当の定額払いを採用されているところもあるか

と思います。

定額払いの導入にあたっては、労働時間の適正な把握、就業規則や労働条件通知書へ何

時間分の時間外手当であるかの記載、その時間を超えた分の時間外労働に対しては別途

差額を支払うなど注意が必要です。企業の働き方に合った制度の導入を検討しましょう。
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